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《※文言等については、今後の調整等の結果、成案の策定までに変更することがあります。》  

 

Ⅰ はじめに 

 

越谷市役所本庁舎は、昭和４４年（１９６９年）の建設以来、既に４６年が

経過した建物です。市の発展や人口の増加に伴い、市役所の事務量が年々増え

るとともに、事務スペースの不足や教育委員会等が分散していたことから、平

成１２年（２０００年）には第二庁舎を建設しました。 

越谷市では、さらなる市民サービスの向上を目指し、地域の実情にあったま

ちづくりを一層進めていくために、権限の拡大が図れる「中核市」に、平成２

７年４月から移行しました。 

これにより、埼玉県から２，０００項目を超える事務権限の移譲を受けるこ

ととなり、事務スペース等の不足が見込まれたことから、平成２７年（２０１

５）年２月に第三庁舎を建設しました。 

一方で、現在の本庁舎は、狭あい化や分散化、防災対策、情報化・バリアフリ

ー化への対応が不十分な状況となっています。  

また、平成１３年（２００１年）に行った本庁舎の耐震診断の結果、「大規模

地震が発生した場合、倒壊または崩壊する危険性が高い」とされ、地震への対策

が喫緊の課題となっています。 

さらに、平成２３年（２０１１年）３月に発生した東日本大震災、その後、平

成２５年（２０１３年）９月に市内に大きな被害をもたらした竜巻災害などの自

然災害に際し、災害発生時の応急対策や初期対応、災害復旧のための情報発信の

拠点としての「市庁舎の重要性」について強く認識したところです。  

本市ではこれらの課題の解決を図るため、「本庁舎の整備」について検討を進

めることとし、平成２５年（２０１３年）４月に「越谷市本庁舎整備審議会」を

設置しました。審議会での１年半にわたる審議を経て、庁舎整備の基本的な方針

や方向性について、「越谷市本庁舎整備基本構想（案）」が答申されました。  

この基本構想（案）を受け、市では、庁舎整備のキャッチフレーズを「越谷市

民の安全・安心な暮らしを支える 親しみのある庁舎」とする、「越谷市本庁舎

整備基本構想」を平成２６年（２０１４年）９月に策定しました。  

新たな本庁舎の建設を進めるため、市では平成２６年１０月から、より具体的

な計画となる「本庁舎建設基本計画」の検討を進めてまいりました。今後、この

「本庁舎建設基本計画」に基づき、市民の皆様のご意見をさらに伺いながら、市

民サービスの拠点、防災拠点等としての役割を十分に果たすことのできる庁舎の

建設に向け、取り組んでまいります。 
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１．本庁舎建設の必要性 

 

（１）本庁舎の耐震診断結果（概要） 

 

平成１３年に行った本庁舎の耐震診断結果の概要は、以下のとおりです。構造耐震指

標（Ｉｓ値）※が極めて低く、「すべての階で補強検討が必要な建物である」という結果

になっています。 

 

 Ｘ方向 

長辺（東西）方向 

Ｙ方向 

短辺（南北）方向 

診断結果 

５階 0.255 0.149 

４階 0.172 0.111 

３階 0.129 0.193 

２階 0.117 0.176 

１階 0.157 0.111 

  表には、数値の低い方を記入している。  

 

【※構造耐震指標（Ｉｓ値）とは】 

建物の耐震性を判断するための数値です。この数値が大きいほど耐震性能が高くなり

ます。耐震改修促進法で必要としているＩｓ値は 0.6 以上です。しかし「官庁施設の総

合耐震診断・改修基準及び同解説」（平成 8 年版・財団法人建築保全センター）、「既存鉄

筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説」（2001 年改訂版・財団法人日本建築

防災協会）等により、災害時に拠点となる公共施設はその 1.25 倍以上（Ｉｓ値 0.75 以

上）、市役所など災害対策の拠点となる公共施設はその 1.5 倍以上（Ｉｓ値 0.9 以上）の

値が求められます。 

 

Ｉｓ値に基づく安全性の基準 

耐震強度 Is 値が 0.3 未満 
Is 値が 

0.3 以上 0.6 未満 
Is 値が 0.6 以上 

建物の大規模地震

に対する安全性 

倒壊又は崩壊の危

険性が高い 

倒壊又は崩壊の危

険性がある 

倒壊又は崩壊する

危険性が低い 
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（２）本庁舎の整備方式の比較（概要） 

 

平成２５年度から平成２６年度にかけて、「越谷市本庁舎整備審議会」において検討さ

れた本庁舎の整備方式の概要については、以下のとおりです。 

 

項目 建替え案 耐震補強案 

本庁舎 建替え 耐震補強（免震） 

第二庁舎 既存のまま 既存のまま 

第三庁舎 新設 新設 

整備計画 
新築（本庁舎は解体）による建替

え計画 

本庁舎１階柱頭免震装置設置等

による耐震補強計画 

建築計画 
本庁舎⇔第二庁舎⇔第三庁舎が

コンパクトで一体的な建築計画 

コンクリートの中性化進行や設

備・内装劣化による耐久性能のリ

スクがある 

総合評価 
将来にわたって良好な整備計画

が可能である 

動線計画と耐久年数にリスクが

ある 

 

 

・イニシャルコスト、ランニングコストの概算額を比較すると、建替え案が有利である。 

・本庁舎のコンクリートの中性化が進行しており、耐震改修のみでは鉄筋コンクリート

としての耐力が保てなくなる恐れがあり、さらなる費用の増加も見込まれる。  

 

 以上のことから総合的に検討した結果、本庁舎は建替えにより整備すること

が望ましいものとして、市では「越谷市本庁舎整備基本構想」を策定し建替え

の方針を決定したものです。 
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２．本計画の位置づけ 

 

 本計画の位置づけは、下記のとおりです。 

 

越谷市本庁舎整備基本構想（平成２６年９月策定） 

・庁舎整備のキャッチフレーズを「越谷市民の安全・安心な暮らしを支える 親

しみのある庁舎」とし、７項目で構成される庁舎整備の基本理念等を設定。 

・本庁舎の整備方式について、コスト比較では建替え案の方が有利であり、また、

耐震改修したとしても、コンクリートの耐力が保てなくなる恐れがあることか

ら、総合的に検討した結果、建替えにより整備することとした。 

・敷地利用計画（本庁舎の配置位置）について、既存庁舎との距離が大きく離れ

ないように、現在の本庁舎の南側低層部分を含めた部分に新たな本庁舎が位置す

るよう工夫しながら計画することとした。 

 

 

越谷市本庁舎建設基本計画 

本庁舎整備基本構想を受け、本庁舎の具体的な整備規模、設置位置、

各部署の配置、整備スケジュール及び概算事業費等を盛り込んだ計

画。次段階である設計の基本となるもの。 

 

基本設計 

 

 

 

 

実施設計 

 

 

 

 

建設工事 

 

 

 

 

竣  工 
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３．本庁舎建設と関連計画との整合 

 

（１）第４次越谷市総合振興計画（平成２３年策定） 

第４次越谷市総合振興計画は、平成２３年度（２０１１年度）から平成３２年度（２０

２０年度）の１０年間を計画期間としており、まちづくりの理念と将来像は次のように定

められています。 

 

   第４次越谷市総合振興計画から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、第４次越谷市総合振興計画は、前期基本計画（平成２３～２７年度）と後期基本計画

（平成２８～３２年度）に区分されており、後期基本計画の第一期実施計画（平成２８～３０

年度）において、庁舎関連では以下の事業が計画されています。 

 

 

第４次越谷市総合振興計画 後期基本計画 第一期実施計画（庁舎関連のみ抜粋） 

事業名 事業内容 

庁舎管理事業 
 

（第一期実施計画の策定後に、事業内容を記載します。） 

庁舎整備事業 
 

（第一期実施計画の策定後に、事業内容を記載します。） 

本庁舎建設事業 
 

（第一期実施計画の策定後に、事業内容を記載します。） 

 

■越谷市の将来像 
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（２）越谷市都市計画マスタープラン（平成２３年策定） 

越谷市都市計画マスタープランは、基準年次を平成２３年度（２０１１年）とし、計画

の期間は概ね２０年間とした都市づくりに関する基本的方針を定めたものです。 

越谷市都市計画マスタープランにおける「都市づくりの理念」、「都市づくりの目標」と

「将来都市像」は以下に示すとおりです。 

「将来都市構造」では、市役所は行政の中心であるとともに災害対策本部を設置する防

災中枢拠点として、防災機能の強化を図ることが位置づけられています。 

また、「地区別構想」における「越ヶ谷地区のまちづくり方針」には、都市計画道路越谷

市役所通り線（標準幅員 25ｍ）の整備促進が位置づけられています。 

 

越谷市都市計画マスタープランから 
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（３）越谷市中心市街地活性化基本計画（平成２５年策定） 

越谷市中心市街地活性化基本計画では、中心市街地の活性化にあたって、越ヶ谷地区の

特性である身近な水辺空間や、宿場町として栄えた歴史と文化、越谷市役所をはじめとし

た行政機関などを融合し、「越谷の顔」としてふさわしい求心力を有する「中心核」の形成

を図るとしています。 

また、越谷市役所や越谷市中央市民会館などの公共機関を核とした人が集い・憩える拠

点を視野に入れたシビックゾーンの形成を目指すとしています。 

 

越谷市中心市街地活性化基本計画から 
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Ⅱ．本庁舎建設の基本的な考え方 

１．本庁舎の現状と課題 

（１）現庁舎の敷地の特徴 

   現庁舎の敷地は、総面積 15,990.87 ㎡、四方を道路に囲まれた場所にあります。南面

は越谷駅前線に接道し、東面は道路を挟んで葛西用水及び元荒川に面しています。法面

などは特になく、平坦な構成となっています。敷地内には、既存建物に本庁舎・第二庁

舎・第三庁舎があり、それらに加えて駐車場が配置されています。 

 ・敷地条件 

越谷市庁舎敷地 

位  置 埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目２番１号 

敷地面積 15,990.87 ㎡ 

用途地域 第二種住居地域 防火地域 その他（22 条区域） 

建ぺい率 60％ 容積率 200％ 

前面道路 
南：越谷駅前線 幅員 20.0m (歩道 4.5m)  東：約 9.0m（歩道 1.9m） 

北：約 9.0m（歩道 1.9m）  西：約 14.4m（歩道 2.0m）  

高度地区 ― 

日影規制 5m：4 時間 10m：2.5 時間 測定面：GL+4.0m 

標  高 標高 +5.5～6.6 m 程度 

そ の 他 都市計画決定 交通施設拡張（越谷駅前線） 

既存建物 
・ 本庁舎（地下 1階地上 5階：築 1969 年/延床面積 10,021.72 ㎡） 
・ 第二庁舎（地上 5階：築 2000 年/延床面積 5,301.17 ㎡） 
・ 第三庁舎（地上 5階：築 2015 年/延床面積 4,770.71 ㎡） 

 

 

平成２８年１月現在 
Google より引用 

道路境界線 

 

道路境界線 

 

道路境界線 

 

第二庁舎 

+6.3m 

+6.6m 

+5.7m 

+5.5m 

第三庁舎 

本庁舎 

中央市民会館 

南側来庁者駐車場 

0 100m 

 

道路境界線 

 

北側来庁者駐車場 

倉庫及び 

公用車駐車場 

西側来庁者駐車場 

（別館解体工事中） 
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（２）現庁舎の概要 

   現在の本庁舎、第二庁舎及び第三庁舎の概要並びに主要なデータは、下記のとおりで

す。 

 

 ・現在の各庁舎の概要 

施設名 本庁舎 第二庁舎 

外 観 

  

建設年月 昭和 44 年（1969 年）３月 平成 12 年（2000 年）3 月 

構 造 鉄筋コンクリート造 重量鉄骨造 

階 数 地上 5 階、地下1 階、塔屋2 階 地上６階（R 階含む） 

延床面積 約 10,021 ㎡ 約 5,30５㎡ 

 

 

施設名 第三庁舎 

外 観 

 

建設年月 平成 27 年（2015 年）2 月 

構 造 鉄骨造 

階 数 地上６階（R 階含む） 

延床面積 約 4,770 ㎡ 
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 ・現在の各庁舎の主要データ 

 

 表１ 本庁舎、第二庁舎及び第三庁舎の床面積等（平成２７年４月１日現在） 

                             ＜面積：㎡＞ 

 本 庁 舎 第 二 庁 舎 第 三 庁 舎 

構  造 

鉄筋コンクリート造 

地上５階・地下１階・

搭屋２階 

重量鉄骨造 

地上６階（R 階含む） 

鉄骨造 

地上６階（R 階含む） 

１ 階 

２，７６１．１４ 

（ﾋﾟﾛﾃｨ部分の面積

249.22 ㎡を含む） 

１，１１５．８６  ９６７．５０ 

２ 階 １，３８５．３６  １，０２９．３０  １，０１０．３０  

３ 階 １，３８５．３６  １，０２９．３０  １，０１０．３０  

４ 階 １，２５５．６８  １，０２９．３０  ９６７．５０  

５ 階 １，１６６．００  １，０２９．３０  ７８３．２８  

１～５階 計 ７，９５３．５４  ５，２３３．０６  ４，７３８．８８ 

地階（地下） １，８４５．６８    

屋上階（R階） ２２２．５０  ７２．１１  ３１．８３  

合計 

(延床面積） 
１０，０２１．７２  ５，３０５．１７  ４，７７０．７１  

敷地面積 

（参考） 

１５，９９０．８７ 

※来庁者駐車場、駐輪場等を含む 

 

 表２ 本庁舎及び第二庁舎の建築年等 

 本 庁 舎 第 二 庁 舎 第 三 庁 舎 

建 築 年 昭和４４年３月３１日 平成１２年３月８日 平成２７年２月２７日 

建築価格 ５億１，９９５万円  １０億９，９３５万円 １４億２，６４６万円 

建築面積 ２，８９７．５２㎡  １，１６１．００㎡  １，０４４．９５㎡  

㎡あたり単価 

５３，２０５円 

（ﾋﾟﾛﾃｨ部分の面積249.22

㎡を除く） 

２０７，２２２円  ２９９，００５円  

事務室面積 

（廊下・ロビー等

を除く） 

２，７４４．６０㎡  ３，０３４．９０㎡  １，９２４．００㎡  

職 員 数 

※中央市民会館、産業雇

用支援センターに所在

する職員を除く 

※臨時職員、非常勤職員

を除く 

３５８人 

（平成２７年６月２９日現在） 

３５５人 

（平成２７年６月２９日現在） 

３０１人 

（平成２７年６月２９日現在） 
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・庁舎の各フロアー図            （平成２７年６月２９日現在） 
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（３）現庁舎の課題 

課 題 説     明 

１．狭隘化 

 現本庁舎は、市の人口が約12万人の時に建設。 

 現状では、市民課、介護保険課、国民健康保険課等の待合スペースが狭隘。 

 少子高齢化に伴い、将来的に個別相談対応や折衝業務の増加が想定されるが、各課とも

対応できないことが予想される。 

 「市民との協働によるまちづくり」を実現するためのスペースが不足している。 

 各課において相談、打合せスペースが不足している。 

 倉庫、執務スペースの不足。 

２．分散化 

 庁舎機能は、産業雇用支援センター、中央市民会館にも分散しており、利用しにくい。 

 庁内の移動にあたり他棟に行く必要がある場合、移動が不便。 

 移動による時間のロスが生じている。 

３．平面的機能性 

 市の顔でもある庁舎のエントランスが暗く、またそれにふさわしくない。 

 市民に便利なワンストップサービスへの対応が平面的、面積的にしづらい。 

 将来の執務空間の変更に対応できる可変性のある平面となっていない。 

４．躯体の老朽化

が進行 

 本庁舎は昭和44年3月完成、築46年が経過し建物の老朽化が進行している。 

 構造的にねじれを生じやすい構造計画である。 

５．耐震性能が 

不十分 

 構造耐震指標（Is値）が0.111と低い。 

（※0.3未満では大規模地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い。） 

 震災時には、利用者・職員に建物として不安を与えている。地震への対応が必要である。 

６．設備老朽化 

 水回り、空調設備の老朽化が進んでいる。 

 防水性能が劣化している。 

※庁舎の法定耐用年数*は50年。設備機器の耐用年数は概ね６～15年。 

（*財務省・減価償却資産の耐用年数等に関する省令） 

７．ユニバーサル 

デザインの対応

が不十分 

近年、多様な人が利用する建物などに、文化・言語･国籍・老若男女を問わない「ユ

ニバーサルデザイン」の導入が求められている。 

 本庁舎には、多機能トイレが１箇所しかない（１階）。 

 授乳室等が不足している。 

 キッズルームの必要性。 

８.セキュリティ

への対応が不十

分 

 建物のセキュリティのレベルを上げる必要がある。 

 来庁者の動線が明確に分離されておらず、立入りに制約がなく機密文書の保全に不

安がある。 

９.情報化への対

応が不十分 

 サーバー室が分散して設置されている。セキュリティ面とサーバー設置の場所とし

ての環境面、空調面で改善の余地がある。 

※第二庁舎サーバー室は、北東面に面する角部屋で日照による室内の高温化を抑えるた
めの空調負荷が著しい。 

 今後、ますます情報化の進展が想定されるが、将来の大型化に対応できない。 

 本庁舎の執務空間のほとんどは、ＯＡ床となっていないため、ＯＡ機器の設置、移

動等に制約がある。 
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２．庁舎整備のキャッチフレーズ・基本理念・基本方針と導入機能 

（１）新本庁舎の役割・基本理念・基本方針及び導入機能（機能・スペース・システム） 

新本庁舎の建設にあたっては、基本構想を踏まえて、以下の基本理念と基本方針を設定します。 

 

 

 

 

    越谷市民の安全・安心な暮らしを支える 親しみのある庁舎 【役割】 

①高齢者、障がい者、老若男女問わず容易に
利用できるユニバーサルデザインを取り
入れた庁舎 

②来訪しやすく、憩える空間を備えた庁舎 
③市民活動の場となる庁舎 
④国際化社会に対応できる庁舎 

①事務効率・快適性の高い機能的な庁舎 
②市民ニーズの変化に柔軟に対応できる庁舎 
③高度情報化に対応し、セキュリティを強化
した庁舎 

④ライフサイクルコストを低減した庁舎 

①市民活動に活用される庁舎 
②まちづくりや地域の活性化に貢献する庁舎 

①災害に強い庁舎 
②非常時に指令機能を果たす庁舎 
③防災情報ネットワーク機能が充実した庁舎 

①訪れることで越谷を知ることができる庁舎 
②整理整頓され、職員が活き活きと働ける庁舎 
③明るい未来をリードする越谷市を感じられ
る庁舎 

①環境に配慮した庁舎 
②再生可能エネルギーを採用した庁舎 
③自然光や緑を取り入れた、人にも環境にもや
さしい庁舎 

①周辺環境・景観と調和し、「水郷越谷」らし
さが感じられる庁舎 

１．すべての市民に開かれた庁舎 

２．機能性・効率性の高い庁舎 

３．市民に親しまれ、まちづくりの拠点となる庁舎 

４．防災拠点機能を備えた庁舎 

５．越谷市に住むことが楽しく感じられ、愛

着が持てる庁舎 

６．環境にやさしい庁舎 

７．越谷らしさが感じられる庁舎 

（１）市民サービス機能 
①グローバル対応スペース 

②窓口スペース 

③相談スペース 

④サービステナントスペース 

 

 

■ 機能とスペース 

（２）市民交流活動機能 
①市民協働・交流スペース 

②市民活動展示スペース 

③多目的スペース 

④行政情報提供スペース 

⑤庁舎へのアプローチ 

 

 
（３）防災拠点機能 
①耐震・免震対応スペース 

②災害対策本部スペース 

③災害対応スペース 

④防災備蓄スペース 

⑤自家発電スペース 

 

 
（４）行政執務機能 
①執務スペース 

②情報通信スペース 

③会議・打ち合わせスペース 

④書庫・収納スペース 

⑤福利厚生スペース 

 

 
（５）議会機能 
①議場・傍聴席スペース 

②委員会室・事務局等スペース 

 

 

（６）環境共生・省エネルギー機能 
①環境負荷低減 

②再生可能エネルギーの活用 

③緑化の推進 

④ライフサイクルコストの低減 

 

 
（７）越谷らしさシンボル機能 

①水郷越谷イメージ 

②中心市街地活性化 

 

 

■ 機能とシステム 

【基本理念・基本方針】 【導入機能】 



14 

 

３．新本庁舎への導入機能の整備方針 

 新本庁舎のコンセプト（役割）である｢越谷市民の安全・安心な暮らしを支える 親しみのある

庁舎｣の実現に向けて、導入機能の目標と具体的取組み方策を次のとおり設定します。 

 

（１）市民サービス機能 

  ① グローバル対応スペース 

【グローバル対応スペースの目標】 

 

 

 

 

 

 

【グローバル対応スペースの取組み方策】 

ア 総合案内機能の充実 

・本庁舎の案内機能として、単なる窓口案内だけでなく、来庁者の用件と本庁舎、第二庁

舎及び第三庁舎の各課所の業務内容を照合し、各課所・各窓口でのスムーズな手続きが

提供できるよう総合案内を設置します。 

イ 案内業務の工夫 

・初めて手続きに訪れた際に、迷わずスムーズに手続きができるよう、また、複数の用件

がある場合も、各窓口から次の窓口へスムーズに案内できるシステムの導入を図ります。 

ウ 快適な待合環境の創出 

・窓口部門の集約配置をもとにした総合待合スペースを設置し、窓口に応じたゆとりある

待合スペースを確保します。また、待合スペースでは、窓口での待ち人数がわかる｢番号

表示モニター｣の設置のほか、テレビや施設パンフレット、ＢＧＭなど、快適な待合環境

の創出を図ります。テレビモニターでは、市役所からのお知らせや地震速報の放映の他、

地元企業などの広告を放映する有料広告事業の導入を検討します。 

   エ 誰もが利用しやすいスペース・移動空間の整備 

   ・子育て関連の窓口や総合待合スペースでは、乳幼児連れの来庁舎のためにベビーベッド 

    や授乳室、キッズスペースを配置するとともに子育てサークル等の関連情報を掲示します。 

    また、庁舎内に必要な諸室については、適切なゾーニングを行い、エレベーターや階段

等のコア部分（上下階の移動動線）、廊下などは、分かりやすく明快な動線計画を基本と

し、段差や死角のない廊下・通路の計画、利便性を踏まえたエレベーターや階段の設置

など、ユニバーサルデザインに配慮します。 

   ・窓口付近には、通常時はギャラリーや展示スペース等のゆとりの空間として活用しつつ、

繁忙期には簡易に増設窓口に変更することができるフレキシブルな空間を配置します。 

 

 

総合案内機能

の充実・向上 

総合案内機能の充実 

案内業務の工夫 

快適な待合環境の創出 

誰もが利用しやすいｽﾍﾟｰｽ・移動空間の整備 

快適な 

利用空間 
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■イメージ例：総合案内／葛飾区 ■イメージ例：総合案内／福島市 

■イメージ例：スロープ ■イメージ例：ピクトグラム 

■イメージ例：多目的トイレ ■ イメージ例：授乳室／大津市 

■イメージ例：キッズスペースのある待合スペース／西尾市 
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② 窓口スペース 

【窓口スペースの目標】 

 

 

 

 

 

【窓口スペースの取組み方策】 

ア 手続きの負担軽減 

・窓口を担う関係課をできる限り低層階へ集約することやワンフロアへ配置するだけでな

く、証明書発行コーナー、届出受付コーナー、母子・保健コーナーなど用務別の集約に

より、来庁者にわかりやすい窓口の配置や業務の流れを構築するなど、市民の利便性を

考慮した配置とします。 

イ 待ち時間の短縮 

・スピード感が求められる証明書の発行等は、総合的窓口を設置し、スピーディーに対応

するとともに、ロビーや待合スペースは、窓口に応じた規模を確保します。 

ウ 窓口の総合化の実現 

・窓口の総合化を図るためには、事務処理の見直し・改善とともに、分散化した業務シス

テムの統合が必要です。窓口業務を支える効率的なシステムの導入が必要となることか

ら、総合窓口支援システムの導入を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

窓口スペース 

手続きの負担軽減 

待ち時間の短縮 

窓口の総合化の実現 

■イメージ例：さいたま市見沼区パッケージ工房 
 （ワンストップ窓口） 

■イメージ例：車椅子に対応した窓口／灘区 

■イメージ例：総合窓口形態 
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【参考：さいたま市見沼区 パッケージ工房の概要】 

○来庁者はまず、「フロアマネージャー」（再任用職員）の元を訪れて相談し、どのような手続きが必要で、ど

んな証明が必要かを「オーダーシート」に記入。そのオーダーシートを持ってパッケージ工房窓口に提出し

ます。 

○窓口で再度、必要な手続きがもれなく記入されているか一覧表でチェックし、あとはさまざまな書類が作成

されて出てくるのを待つだけです。 

○従来、各課で申請書や手続書類に逐次記入していた住所･氏名などは、オーダーシートを受け付けた職員が

パソコンで入力し、「申請書印刷システム」によって複数の書類に自動的に印刷されるシステムになってい

ます。 

○証明書発行も可能なので、今まで１時間半はかかっていた転入の諸手続が３０分ほどで済みます。その後、

書類を窓口で受取り、自署や捺印が必要なものは書き込み、チェック表を使って手続きの済んだものの確認

をし、手続きができなかったものは、次にどんな書類を持ってきてどのような手続きをするのかを記入した

リストを受け取り、終了となります。 
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③ 相談スペース 

【相談スペースの目標】 

 

 

 

 

【相談スペースの取組み方策】 

ア プライバシーに配慮した窓口環境の確保 

・各窓口では、単なる手続きだけでなく、手続きに伴う各種の相談ができるように、戸籍、

納税、福祉、子育て関連などの窓口では相談者のプライバシーを守るため、必要に応じ

カウンター間に仕切りパネルを設けます。 

イ 個別相談機能の確保 

・個別相談機能が求められる福祉部門や納税部門を中心に、窓口・事務スペースに隣接し

た相談用の個室を設置するとともに、専門相談機能が求められる子育て部門などは専門

相談室を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談スペース 
プライバシーに配慮した窓口環境の確保 

個別相談機能の確保 

■イメージ例：相談カウンター／松山市 ■イメージ例：個室相談室 
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④ サービステナントスペース 

【サービステナントスペースの目標】 

 

 

 

 

【サービステナントスペースの取組み方策】 

ア 来庁者が気軽に利用できる利便施設の設置 

   ・新本庁舎では、売店等の利便施設を設置するとともに、当該施設には内部からの動線の

ほか、外部から直接出入りができる動線を確保します。 

イ 利用しやすい利便施設の導入 

   ・金融機関やＡＴＭコーナーは、１階への集約配置を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービステナ

ントスペース 

来庁者が気軽に利用できる利便施設の設置 

利用しやすい利便施設の導入 

■イメージ例：庁舎内ＡＴＭ／福島市 ■イメージ例：庁舎内売店／明石市 
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（２）市民交流活動機能 

① 市民協働・交流スペース 

【市民協働・交流スペースの目標】 

 

 

 

 

 

【市民協働・交流スペースの取組み方策】 

ア 多様な市民利用スペースの設置 

・地域の活動団体の催しや市民の交流など、まちの活性化やコミュニティ形成のため、市

民参画やＮＰＯ団体等の活動を支援するスペースを、市民が利用しやすいフロアに配置

します。また、様々なニーズに対応できる空間として、柔軟に対応できるスペースを整

備します。 

イ 快適に利用できるエントランス空間の創出 

・新本庁舎のエントランスは、来庁者を迎え入れる玄関として、明るく開放的な空間とし

て整備します。また、来庁者が気軽に利用できるベンチを適所に配置するとともに、テ

ーブルや椅子を適宜配置できる、自由度の高いスペースの創出を検討します。 

ウ 閉庁時イベント利用等の貢献 

・新本庁舎のエントランスは、休日などの業務が行われていない時間帯に、適切な管理の

もとでイベント開催などが可能な空間としての整備を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民協働・交流

スペース 

多様な市民利用スペースの設置 

快適に利用できるエントランス空間の創出 

閉庁時イベント利用等の貢献 

■イメージ例：市民スペース／岩倉市 ■イメージ例：市民スペース／青梅市 
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② 市民活動展示スペース 

【市民活動展示スペースの目標】 

 

 

 

 

【市民活動展示スペースの取組み方策】 

ア 市民活動情報スペースの確保 

・市民やＮＰＯなどの日常的な活動状況や、発信したい情報について、市民の活動を積極

的に発信するためのスペースを設置します。 

イ 市民活動情報受発信ツールの整備 

・情報受発信のツールとして、掲示板や展示スペース、市民利用向け情報端末を設置しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動展示

スペース 

市民活動情報スペースの確保 

市民活動情報受発信ツールの整備 

■イメージ例：市民ギャラリー／流山市 ■イメージ例：市民活動情報提供／前橋市 
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③ 多目的スペース 

【多目的スペースの目標】 

 

 

 

 

【多目的スペースの取組み方策】 

ア 多目的に利用できる空間の整備 

・イベント会場や憩いの場として利用でき、さらに災害時に様々な活用ができる多目的ス

ペースを整備します。 

イ 外部空間との一体的な連携 

・多目的スペースは、外部空間（広場・駐車場）との一体的な連携に配慮して整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

多目的スペース 
多目的に利用できる空間の整備 

外部空間との一体的な連携 

■イメージ例：多目的スペース／福岡市 ■イメージ例：多目的スペース／小牧市 
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④ 行政情報提供スペース 

【行政情報提供スペースの目標】 

 

 

 

 

 

【行政情報提供スペースの取組み方策】 

ア 市民サービス向上の行政情報提供環境の整備 

・新本庁舎の低層階など来庁者が気軽に利用できる場所に、市政情報、文化・歴史、産業、

観光など、様々な情報を共有できる市政情報コーナーを設置します。情報コーナーは、

資料やパンフレットを自由にゆったりと閲覧、提供できるラウンジスペースとします。 

イ 効果的な情報展示スペースの確保 

・情報コーナーでは、コピーサービス等も充実させ、情報公開等の相談や案内にも対応で

きる機能とともに、各種の企画展示等ができるコーナー（常設・非常設）など、効果的

な利用を検討します。 

ウ 多様な情報案内機能の設置 

・新本庁舎の計画にあわせて、エントランスやロビー等に電光掲示板を設置し、庁舎内で

開催する会議やイベント等の案内ができるようにします。また、市内の催しや写真など

の展示が行えるスペースを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 庁舎へのアプローチ 

【庁舎へのアプローチの目標】 

 

 

 

【庁舎へのアプローチの取組み方策】 

ア 周辺道路から庁舎内への動線の確保 

・新本庁舎へ安全で快適に通行できるよう、都市計画道路越谷市役所通り線（標準幅員 

２５ｍ）の整備状況に応じ、庁舎内へアプローチできる通路を整備します。 

 

行政情報提供

スペース 

市民サービス向上の行政情報提供環境の整備 

効果的な情報展示スペースの確保 

多様な情報案内機能の設置 

■イメージ例：市政情報コーナー／立川市 

庁舎への 

アプローチ 
周辺道路から庁舎内への動線の確保 
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（３）防災拠点機能 

① 耐震・免震対応スペース 

【耐震・免震対応スペースの目標】 

 

 

 

【耐震・免震対応スペースの取組み方策】 

ア 高水準の耐震性能の確保 

・新本庁舎は、平常時における来庁者の安全確保だけでなく、震災発生直後から災害対策

活動の拠点施設として機能する必要があるため、建物や設備（電源設備や給排水設備、

ＯＡ機器等）の損傷を最小限に抑える環境を整備します。 

・新本庁舎は、「官庁施設の総合耐震計画基準」（平成 19 年 12 月・国交省）を満たす耐震

性能で建設します。（構造体：Ⅰ類、非構造部材：Ａ類、建築設備：甲類） 

・耐震方式の選択については、防災拠点としての機能維持やライフサイクルコストからの

観点などから、総合的に判断し、最適な耐震方式を決定します。 

 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構
造
体 

Ⅰ類 

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できるこ

とを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られ

ている。 

Ⅱ類 

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用で

きることを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られ

ている。 

Ⅲ類 

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の

耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図ら

れている。 

非
構
造
部
材 

Ａ類 

大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け入れの円滑な実

施、又は危険物の管理のうえで、支障となる建築非構造部材の損

傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の安全確保に加え

て十分な機能確保が図られている。 

Ｂ類 
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合で

も、人命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建
築
設
備 

甲類 

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られてい

ると共に、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期

間継続できる。 

乙類 
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られてい

る。 

 

耐震・免震 

対応スペース

チ 

高水準の耐震性能の確保 
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（各構造の比較表） 

 

 

 

 

■イメージ例：免震構造の庁舎／福島市役所東棟 
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② 災害対策本部スペース 

【災害対策本部スペースの目標】 

 

 

 

 

 

【災害対策本部スペースの取組み方策】 

ア 災害対策本部の常設設置 

・災害発生時には、災害対策本部を速やかに設置し、関係機関と連携したスムーズな災害

対策活動や、情報の収集及び発信ができるように、必要な機器類を整備した災害対策本

部室の常設を検討します。災害対策本部室は、平時には庁内会議等にも活用できるよう

に工夫して整備します。 

イ 災害発生時の情報通信システムの整備 

・新本庁舎からの指揮命令系統等の設備は、無線によるテレビ会議システムや防災行政無

線など、バックアップ機能を含めた通信システムの構築を進め、効率性、迅速性に配慮

します。 

ウ 庁内部署との連携による適切で素早い対応 

・災害対策本部室は、市長・副市長室や防災担当課の執務室と同一のフロアとし、停電時

のエレベーターの停止等も考慮して、中層階に配置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部

スペース 

災害対策本部の常設設置 

災害発生時の情報通信システムの整備 

庁内部署との連携による適切で素早い対応 

 ■イメージ例：災害対策本部／西尾市 ■イメージ例：防災行政無線システム／新潟県 
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③ 災害対応スペース 

【災害対応スペースの目標】 

 

 

 

 

【災害対応スペースの取組み方策】 

ア 災害対応機能の強化 

・災害対策本部室に近接して、災害対応の事務局が開設できるスペース（災害対策室）や

無線室、仮眠室等を配置し、指揮命令系統の司令塔としての機能を発揮できるようにし

ます。 

イ 災害に強い庁舎の実現 

・地震等の災害が発生した際には、市庁舎を利用している来庁者が、一時的に退避するこ

とが想定されます。新本庁舎では、災害発生時の対策本部や復旧活動に支障のない範囲

で、ロビー等の空間を、一時的な退避のためのスペースとして開放できるものとします。 

 

④ 防災備蓄スペース 

【防災備蓄スペースの目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【防災備蓄スペースの取組み方策】 

ア 地域防災計画の展開 

・地域防災計画の展開を想定し、必要な物品の種類や量に応じた備蓄スペースの整備を検

討します。 

イ 万全な備蓄体制の構築 

・大地震等の発生から数日間程度は、支援物資等が供給されない事態が想定されることか

ら、災害対策等に従事する職員や、緊急対応として一時的に本庁舎にいた市民のための

簡易トイレや毛布等の備蓄スペースを、市庁舎内に確保します。 

ウ 給水機能の確保 

・災害時の万一の水道供給の途絶に備え、非常時に飲料水を確保できる機能を検討します。 

 

災害対応スペ

ース 

災害対応機能の強化 

災害に強い庁舎の実現 

防災備蓄 

スペース 

地域防災計画の展開 

万全な備蓄体制の構築 

給水機能の確保 

排水機能の確保 

災害対策活動の長期化への対応 
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エ 排水機能の確保 

・非常時の排水機能の確保策は、下水本管が破損した場合でもトイレ利用が可能となる非

常用汚水貯水槽や、マンホールトイレの設置などを検討します。 

オ 災害対策活動の長期化への対応 

・緊急車輌や公用車の燃料等を備蓄するタンクの設置を検討し、災害対策活動の長期化に

も対応できるようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■イメージ例：防災資機材備蓄 ■イメージ例：地下水膜ろ過システム／松戸市 
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⑤ 自家発電スペース 

【自家発電スペースの目標】 

 

 

 

 

【自家発電スペースの取組み方策】 

ア ライフライン遮断時の電源確保 

・本庁舎は、大地震等の災害発生後に継続的な活動が必要となる拠点施設であることから

商用電力の供給遮断時の対応として、自家発電設備を２階以上の上層階に設置します。

また、電力の引込みや庁内幹線ルートの二重化、太陽光等の再生可能エネルギーの活用

による蓄電対応など、電力供給設備に係る信頼性向上策を検討します。 

イ 情報通信機能の確保 

・災害時の公衆通信網の遮断時への対策として、情報通信における光ファイバー回線及び

メタル回線による引込みの多重化や防災行政無線の設置、重要通信機器における電源の

二重化、無停電電源装置の設置等、災害時の活動内容に応じて外部との通信・連絡機能

を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライフライン遮断時の電源確保 

情報通信機能の確保 

■イメージ例：非常用自家発電設備／滋賀県 

自家発電 

スペース 
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（４）行政執務機能 

① 執務スペース 

【執務スペースの目標】 

 

 

 

 

 

 

【執務スペースの取組み方策】 

ア 明快で分かりやすい執務空間 

・執務室のフロア内は、柔軟なレイアウト変更が可能となるよう、原則として課の境目に

物品を置かないオープン型とします。執務室の面積は、車椅子利用職員の円滑な移動を

可能とするために、机と机の距離を約１．８ｍ確保することとし、職員１人当たり４．

５㎡の面積を目安とします。 

イ 機能的で働きやすい執務環境 

・執務室内に設置するコピー機は、事務机から離れた場所に設置し、コピー機の排出熱等

による不快さの軽減を図ります。文書担当課付近には、コピー機のほか、裁断機や紙折

機などを備えた印刷室を設けます。 

・日常的な打合せや各種の会議が可能な場所として、利用人数と目的に応じた打合せスペ

ースを計画します。 

・重要な書類や電子データなど、市民のプライバシーに関する個人情報については、効果

的なセキュリティ対策を講じます。 

・文書管理に関し、ファイリングシステム等を利用した効率的な執務空間を構築します。 

ウ フリーアクセスフロアの導入 

・執務室床の床は、ＯＡフロアを導入し、執務室内のレイアウト変更にも柔軟に対応でき

ように配慮します。導入するＯＡフロアは、配線容量のほか、メンテナンス作業や歩行

のしやすさ等を総合的に検討して選択します。 

エ 更衣室、ロッカー等の適正配置 

・男女の更衣室を各フロアに１～２箇所程度に集約して設置します。また、現場作業を伴う

職員や災害対応等のため宿泊勤務をする職員が使用するシャワー室の設置を検討します。 

 

執務スペース 

明快な分かりやすい執務空間 

機能的で働きやすい執務環境 

フリーアクセスフロアの導入 

更衣室、ロッカー等の適正配置 
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■イメージ例：執務空間／青梅市 ■イメージ例：二重構造床（フリーアクセスフロア） 
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② 情報通信スペース 

【情報通信スペースの目標】 

 

 

 

 

【情報通信スペースの取組み方策】 

ア ＩＣＴの活用による執務の効率化 

・新本庁舎では、庁内ＬＡＮ環境の整備や行政事務支援システムの整備など、ＩＣＴ（情

報通信技術）を活用した効率的、機能的かつ効果的な執務環境を実現します。技術の進

展に対応した環境整備を図るなど、高度情報化社会の利便性に配慮します。 

イ セキュリティ機能の強化 

・市民及び職員の動線計画に配慮しながら、庁舎内のゾーニングを明確化し、防犯カメラ

の設置、ＩＣカードや生体認証システムの導入、中央管理室の設置など、各ゾーンに応

じたセキュリティ対策を施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報通信 

スペース 

ＩＣＴの活用による執務の効率化 

動線を考慮したセキュリティ対策 

■イメージ例：防犯カメラ ■イメージ例：ＩＣカードによる管理／三条市 

■イメージ例：セキュリティ区分のイメージ 
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③ 会議・打ち合わせスペース 

【会議・打ち合わせスペースの目標】 

 

 

 

 

【会議・打ち合わせスペースの取組み方策】 

ア ＩＣＴの活用による執務の効率化 

・日常的に必要となる打ち合わせスペースについても設置を検討します。また、可動間仕

切り等を採用することで用途に応じた空間が確保できるように整備します。 

・会議室は、小会議室（20 人前後の会議・打合せ用）を中心に配置し、大・中会議室は、

階層配置に応じて利便性に配慮したフロアに配置します。 

イ 全庁共用会議室の対応 

・税申告の受付や納税通知書などの大量発送業務、期日前投票や職員研修など一時的に発

生する業務に対応可能となるよう、利用規模・用途に合わせて柔軟に空間を変えること

のできる全庁共用の会議室を設置します。 

④ 書庫・収納スペース 

【書庫・収納スペースの目標】 

 

 

 

 

【書庫・収納スペースの取組み方策】 

ア 書架・書庫の適正配置 

・ペーパーレス化による書類量の低減を勘案しつつ、各課所には文書書架を、部・課所室

の共用の文書、備品倉庫は全庁に計画的に配置します。 

イ 永年保存文書対応 

・永年保存文書や歴史的資料として重要なものを保管する書庫・倉庫については、文書の

劣化を防ぐよう採光の遮断、空調設備の導入により適切な温度・湿度管理をします。ま

た、書庫を耐火構造とするなど火災や地震等の災害への対応策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議・打ち合わ

せスペース 

可変的な会議・打ち合わせスペースの配置 

全庁共用会議室の対応 

書庫・収納 

スペース 

書架・書庫の適正配置 

永年保存文書対応 

■イメージ例：耐火倉庫 
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⑤ 福利厚生スペース 

【福利厚生スペースの目標】 

 

 

 

【福利厚生スペースの取組み方策】 

ア 職員用休憩施設や給湯スペースの配置 

   ・職員の休憩スペースや給湯スペースを設置します。特に、来庁者が多い低層階について

は、昼食を執務室以外で取ることができるよう配慮します。 

 

福利厚生 

スペース 
職員用休憩施設や給湯スペースの設置 
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（５）議会機能 

① 議場・傍聴席スペース 

【議場・傍聴席の目標】 

 

 

 

 

【議場・傍聴席の取組み方策】 

ア 市民に開かれた議会の実現 

・議会機能は、独立性を確保し、新本庁舎の高層階への配置を検討します。 

・議場は、対面方式を採用し、格式を保ちつつもシンプルな構造とします。 

・市民に開かれた、円滑な議会運営が可能となるように、議場には、音響・映像設備（モ

ニター画面やスクリーン等）、電子採決システム、カメラによる本会議の中継システム（ロ

ビー等での中継放映）及びタブレット端末等を使用可能とするなど、拡張性の高い環境

整備を図ります。 

・議場内は、バリアフリーに配慮します。 

・傍聴席は、車椅子に対応できるようスペースを広く確保し、磁気ループの埋め込みなど

による難聴者への配慮など、障がいのある人にも配慮した設備とします。また、親子で

も傍聴できるスペースを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議場・傍聴席 

スペース 
市民に開かれた議会の実現 

■イメージ例：車いす傍聴席／龍ヶ崎市 ■イメージ例：親子傍聴席／堺市 

■イメージ例：対面方式の議場／山梨県 
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② 委員会室・事務局等スペース 

【委員会室・事務局等スペースの目標】 

 

 

 

 

【委員会室・事務局等の取組み方策】 

ア 使いやすい運営設備の導入 

・議会には、正副議長室、議長応接室、議員控室、議員応接室、各委員会室、議会図書室、

市民相談室、議会事務局、書庫、印刷室など、必要な規模・機能を備えた諸室を設置し

ます。また、議会フロアーに多目的スペース等の整備を検討します。 

・委員会室については、必要な室数を確保し、２室以上の一体的な利用など柔軟な対応が

可能な構成とします。また、委員会室には十分な傍聴スペースを設けます。 

・委員会室には、委員会の中継システム（ロビー等での中継放映）など、拡張性の高い環

境整備を図ります。 

・議員控室などは、防音やセキュリティを確保しつつ、将来の必要面積の変動にも対応で

きるよう可動式の間仕切りとし、誰にでも使いやすいユニバーサルデザインにより計画

します。 

委員会室・事務

局等スペース 使いやすい運営設備の導入 
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（６）環境共生・省エネルギー機能 

① 環境負荷低減 

【環境負荷低減の目標】 

 

 

 

 

【環境負荷低減の取組み方策】 

ア 省エネルギーに配慮した構造・設備 

・自然採光や自然換気をできるだけ取り入れ、省エネルギー、省資源に配慮した構造体や

設備システムを導入した施設計画とします。 

イ 環境負荷の低減に配慮した施設 

・設備機器はＬＥＤ照明や節水型便器など、省エネ機器や長寿命機器を導入し、環境負荷

の低減に配慮した施設とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

環境負荷低減 
省エネルギーに配慮した構造・設備 

環境負荷の低減に配慮した施設 
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② 再生可能エネルギーの活用 

【再生可能エネルギーの活用の目標】 

 

 

 

 

【再生可能エネルギーの活用の取組み方策】 

ア 再生可能エネルギーの活用 

・太陽光などの再生可能エネルギーを積極的に活用します。 

イ 雨水の有効活用 

・雨水の貯留、有効利用を進め、水道利用量の削減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■イメージ例：太陽光発電システム／徳島市 

■イメージ例：妙高市庁舎のエネルギー有効活用 

【参考：妙高市庁舎のエネルギー有効活用】 

○ 置屋根（二重の屋根）により日射負荷抑制を行っています。 

○ また、雨水利用、建材一体型太陽光発電システムの設置により、自然エネルギーを活用すると

ともに、間伐材の活用を図り、資源を有効利用しています。 

○ 特殊な機構により風の力で開閉するエコロジカルボイドを採用。自然通風により、上昇してき

た熱気や汚れた空気を排出します。 

○ 置屋根のほか雨水利用として、庁舎の屋根面に降った雨水・融雪水を自然流下にて免震ピット

部の雨水貯留槽に一旦貯留し、濾過・滅菌後、トイレの洗浄水として有効利用しています。 

再生可能エネ

ルギーの活用 

再生可能エネルギーの活用 

雨水の有効活用 
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  ③ 緑化の推進 

【緑化の推進の目標】 

 

 

 

【緑化の推進の取組み方策】 

ア 維持管理コストを踏まえた緑化の推進 

・敷地内緑化などを進めてできるだけ自然環境を確保し、環境に対する市民の意識を高め

るとともに、建物への熱負荷を低減してヒートアイランド現象の発生を抑制します。 

・庁舎東側の河川及び葛西用水ウッドデッキ等との広がりを活かした緑地空間の整備を検

討します。 

・なお、敷地や建物の緑化に当たっては、維持管理のしやすさやコスト抑制にも配慮して

ふさわしい方策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ ライフサイクルコストの低減 

【ライフサイクルコストの低減の目標】 

 

 

 

【ライフサイクルコストの低減の取組み方策】 

ア 長寿命化による環境負荷の低減化の推進 

・照明や空調など設備の効率化等による省エネルギー化を進めます。 

対策例：・窓際照明の照度制御 

・局部照明、反射式照明器具の設置 

・中間期の空調停止 

・コージェネレーションシステム（熱源から電力と熱を生産し供給するシステ

ム）の採用 

・日射の遮蔽による熱負荷の軽減 

・建物の仕様や建物構造体による環境負荷低減を進めます。 

対策例：・建物の機密性の強化による熱損失、熱取得の防止 

・耐久性コンクリートやメンテナンスフリー仕上げ材の採用

緑化の推進 維持管理コストを踏まえた緑化の推進 

ライフサイクル

コストの低減 
長寿命化による環境負荷の低減 

■イメージ例：敷地内緑化／町田市 ■葛西用水ウッドデッキ／越谷市 
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（７）越谷らしさシンボル機能 

① 水郷越谷イメージ 

【水郷越谷イメージの目標】 

 

 

 

 

【水郷越谷イメージの取組み方策】 

ア 歴史的景観資源との連携 

・日光街道の宿場町として栄えた歴史と文化に着目し、越谷市の目指すべき将来像にふさわ

しい、景観資源を活かした魅力ある施設整備を推進します。 

イ 景観に配慮したデザイン 

・市役所周辺の建物や葛西用水、元荒川などの水と緑の豊かな水辺景観と調和させ、対岸や

橋梁からの眺めにも配慮したデザインを検討し、整備計画へ反映します。 

 

② 中心市街地活性化 

【中心市街地活性化の目標】 

 

 

 

 

【中心市街地活性化の取組み方策】 

ア 中心核の形成 

・市民や来訪者を誘引する利便性の高い魅力ある施設の導入を検討し、駅周辺の回遊性を高

めます。 

イ 人が集い、憩える拠点の実現 

・人々を誘引する魅力ある機能の導入を検討し、越谷駅からのアクセス道路「越谷駅前線」、

｢越谷市役所通り線｣を通り、市役所まで回遊したくなる魅力的な空間の創出に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水郷越谷 

イメージ 

歴史的景観資源との連携 

景観に配慮したデザイン 

中心市街地 

活性化 

中心核の形成 

人が集い、憩える拠点の実現 
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      ：親水空間       ：中心核        ：回遊性のあるまちの形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■イメージ例：越谷市中心市街地活性化イメージ 
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Ⅲ．新庁舎の施設計画 

１．各庁舎への部門配置・新本庁舎の規模 

 

（１）各庁舎への部門配置について 

 

（基本的考え方） 

・低層階には、市民の利用が多い部署を集約して配置します。 

・中、高層階には行政中枢機能や防災機能を担う部署を配置し、機能的で効率の良い動線を

実現します。 

・現在の部門配置や機能等を踏まえ、行政組織内の連携に配慮した配置を検討します。 

・議会機能は、独立性を確保できると同時に、市民の利便性にも配慮した配置とします。 
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   上記の基本的考え方を踏まえ、新本庁舎を想定した場合の部門配置案として、下記

のゾーニング案を設定します。 

   なお、各部・室の名称は、平成 28 年度以降の名称を使用しています。 

   また、今後の市の組織改正等により、配置の変更が生じる場合があります。 
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（２）新本庁舎の規模について 

（１）のゾーニング案を元に、平成２７年４月１日現在の各課職員数、並びに平

成２８年度に予定されている組織改正を踏まえ、各部に必要な面積を算出しました。

新本庁舎の想定規模（床面積）を下記のとおり設定します。 

 

算出方法 

 総務省の「地方債同意等基準」があります。これは、庁舎建設の際に起債をす

るための基準となる面積を算定するものでした。現在は交付金として措置される

ため、この基準に沿う必要はありませんが、客観的な基準として参考となるもの

です。 

 総務省基準に沿って全体としての必要面積を算出した上で、総務省基準には含

まれていない「市民協働機能」を盛り込んで検討、算出しました。 

 

 ４．５㎡ × 換算職員数（換算率により補正したもの）  

補正を行う換算職員数 

区 分 

換 算 率 

特 

別 

職 

三 
 

 

役 

部 
 

長 

次 
 

長 
 
 
 

課 
 

長 

課
長
補
佐 

係 
 

長 

一
般
職
員 

級 級 級 

人口５万人以上 

 ５０万人未満の市町村 
×２０ ×９ ×５ ×２ ×１ 

 

新本庁舎及び（仮称）市民協働ゾーンの想定規模（床面積） 

 

124.10 Ｒ階
８階
７階
６階
５階
４階

990.00 ３階
990.00 ２階
990.00 １階

Ｂ１階
2970.00 ㎡ ㎡ 建物小計

㎡ 合計18856.50

新本庁舎

（仮称）
市民協働
ゾーン

2059.10
2059.10
2059.10

15886.50
2059.10

1505.20
1505.20
1505.20
1505.20
1505.20

 

 

 なお、上記はあくまでも現段階での想定であり、今後、設計段階において機能及び設備

等の追加や変更により、延床面積の増減が生じる場合があります。 
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２．土地利用・配置計画 

 

（１）土地利用・配置計画について 

１．の新本庁舎の想定規模に応じ、庁舎敷地内の土地利用計画を、下記

のとおり設定します。 
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３．建築デザイン計画 

 

（１）建築デザイン計画の考え方について 

新本庁舎のデザインの考え方として、「越谷市本庁舎整備基本構想」により策

定した「越谷市民の安全・安心な暮らしを支える親しみのある庁舎」となるデ

ザインとします。 

その方策として、越谷市景観条例※を遵守し、以下の３つの方針を設定します。 
 

 

 
 

① 越谷市らしさを持ったシンボルとなる建物 

越谷らしさ・越谷の特徴をもった風景と調和し、新たなシンボルとなるデザインとします。 

越谷らしさ・越谷の特徴をもった風景とは、下記の（ⅰ）～（ⅲ）が想定されます。 

（ⅰ）風土・自然資源 

・親水空間（葛西用水・レイクタウン周辺の大相模調節池）、元荒川の水辺環境、宮内庁埼

玉鴨場等が多くある。 

・大部分の地域が平野であり、多くの河川が市内を流れ『水郷越谷』と呼ばれ親しまれて

いる。 

葛西用水 大相模調節池 

 

 

①越谷市らしさ

を持ったシンボ

ルとなる建物 

②周辺環境に 

配慮し調和した

建物 

③中心市街地活性

化に寄与する役割

を果たす建物 

【本庁舎整備の 

キャッチフレーズ】 

越谷市民の安全・安

心な暮らしを支える 

親しみのある庁舎 

※越谷市景観条例…平成２５年制定。市、市民及び事業者が推進する良好な景観の形成に必要な事

項並びに景観法の規定に基づく必要な事項を定めることにより、越谷市の自

然、歴史、文化及び生活と調和した潤いと魅力ある景観の形成を図り、もって

市民が誇りと愛着を持ち続けられるまちの実現に寄与することを目的とする。 
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（ⅱ）歴史遺産 

旧日光街道の宿場町（越ヶ谷宿）として栄えた歴史、久伊豆神社等の由緒ある場所が所

在している。 

越ヶ谷宿 久伊豆神社 

 

（ⅲ）コミュニティ活動・地域ネットワーク 

公共施設が集約している。また、市民活動・協働イベントが数多く開催されている。 

越ヶ谷秋まつり 

 

② 周辺環境に配慮し調和した建物 

 隣接する中央市民会館や葛西用水ウッドデッキと調和し、景観に配慮した建物とします。 

中央市民会館 葛西用水ウッドデッキ 
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③ 中心市街地活性化に寄与する役割を果たす建物 

 ①・②に挙げた要素を利用し、地域の活性化をもたらすような人の集える機能を持った

デザインとします。 

 

 

 上記の事項をデザインモチーフとして整理し、設計段階においてコンセプトを作成しデ

ザイン方針をまとめます。 
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４．建物構造計画・設備計画 

「新本庁舎への導入機能の整備方針」（Ⅱ－３）を踏まえ、新本庁舎の

構造・設備の性能の整理を行います。 

 

（１）新本庁舎の構造計画 

新本庁舎への導入機能の整備方針に従って、構造計画を行います。  

（再掲） 

部位 分類 耐震安全性の目標 

構
造
体 

Ⅰ類 

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用でき

ることを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保

が図られている。 

Ⅱ類 

大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使

用できることを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保

が図られている。 

Ⅲ類 

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全

体の耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確

保が図られている。 

非
構
造
部
材 

Ａ類 

大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け入れの円滑な

実施、又は危険物の管理のうえで、支障となる建築非構造部

材の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の安全

確保に加えて十分な機能確保が図られている。  

Ｂ類 
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場

合でも、人命の安全確保と二次災害の防止が図られている。 

建
築
設
備 

甲類 

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られ

ていると共に、大きな補修をすることなく、必要な設備機能

を相当期間継続できる。 

乙類 
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られ

ている。 
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（各構造の比較表） 

 

 

新本庁舎の想定規模を踏まえ、経済性・安全性に配慮した構造計画を策定

することとします。 

構造形式については、鉄筋コンクリート造・鉄骨造のいずれかの選定とし

ます。 

また、耐震性能については、災害時の初期対応を迅速に行うため室内什器

等の転倒に対応できる免震構造を採用することが理想的と考えられます。 
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（２）新庁舎の設備計画 

新本庁舎への導入機能の整備方針に従って、具体的な導入設備を検討します。 

「防災・災害対応」、「環境負荷低減」、「執務作業効率化」の３つを目標とし、

導入設備の整理を行います。 

（Ⅰ）防災・災害対応 

情報通信システム 

防災行政無線 

地下水膜ろ過システム 

燃料備蓄タンク 

非常用汚水貯水槽 

自家発電機 

情報通信回線の引込み多重化 

重要通信機器の電源の二重化 

無停電電源装置 

（Ⅱ）環境負荷低減 

太陽光発電 

ＬＥＤ照明 

節水型便器 

雨水利用 

日射の遮蔽による熱負荷の軽減 

窓際照明の照度制御 

局部照明、反射式照明器具 

中間期の空調停止 

環境負荷低減を目的とした設備の設計を行うにあたりＣＡＳＢＥＥ※による評価を行い、 

ＣＡＳＢＥＥによる評価Ａ以上の設備導入を目標とする。 

（Ⅲ）執務作業効率化 

・ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した効率的、機能的かつ効果的な執務

環境 

・セキュリティ対策 

・議場等において音響・映像設備（カメラによる会議の中継システム

等）を使用可能とする 

※ＣＡＳＢＥＥとは 

環境性能評価の一つ。建物の省エネルギー化やエコマテリアルの使用等の環境負荷低減のた

めの対策と室内の快適性や景観への配慮等の環境品質・性能確保のための対策を、「Ｓ、Ａ、 

Ｂ＋、Ｂ－、Ｃ」の５つのランクで総合的に評価するもの。 
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Ⅳ．新庁舎建設に向けた事業計画  

１．事業方式・発注方式について 

（１）事業方式の整理 
本計画において適した事業方式の選定を目指すため、事業方式の整理を行います。 

各事業方式の概要は次のとおりです。 

 

各事業方式の概要 

方 式 の 区 分 概        要 

従来方式 

市が自ら起債や補助金等により自ら資金を調達し、設計、建設、維持管理

及び運営等の業務について、業務ごとに民間事業者に請負・委託契約とし

て発注する方式。 

ＤＢＯ方式 

（Design Build Operate） 

公共が資金を調達し、公共が所有権を有したまま、施設の設計・建設、維

持管理及び運営等を民間事業者に包括的に委託する方式。 

ＰＦＩ方式 

（Private Finance 

Initiative） 

公共事業を実施するための手法の一つ。民間の資金と経営能力・技術

力（ノウハウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・改修・更新や維

持管理・運営を行う公共事業の手法。  

 

ＢＴＯ方式 

（ Build Transfer 

Operate） 

民間事業者が資金調達・建設を行い、建設した直後に建物の所有権を自

治体等に移転し、その後、契約に基づき民間事業者が維持管理・運営を

行う方式。 

ＢＯＴ方式 

（ Build Operate 

Transfer） 

民間事業者が資金調達・建設・維持管理・運営を行い、契約期間終了後

に建物の所有権を自治体等に移転する方式。 

 

各事業方式の一般的な特徴 
 

事業手法 従来方式 ＤＢＯ方式 

ＰＦＩ方式  

ＢＴＯ方式  ＢＯＴ方式 

所有権 

土
地 

公共 公共 協議による 

建
物 

公共 公共 
建設中：民間 

供用開始後：公共 

建設、運営期間中：民
間 

事業終了後：公共 

設計・建設 公共 民間 民間 

維持管理 公共 民間 民間 

運営（※） 公共 公共 公共 

発注方法 仕様発注 
仕様又は 
性能発注 

性能発注 

発注形態 
設計：一括方式 
建設：分離方式 

一括発注 一括発注 

※庁舎の場合は、民間事業者の運営業務範囲が限定的であるため、運営業務は基本的に公共主体となる。  
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直営（従来）方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式についての比較検討 

項目 直営（従来）方式 ＤＢＯ方式 ＰＦＩ方式 

概要 

市が施設の設計・建設

及び維持管理・運営の各

業務をそれぞれ委託・請

負契約として別々の民間

事業者に発注する。 

施設の設計・施工・維

持管理を一括して発注

する。発注者は設計企

業、施工企業、維持管

理企業との連名の基

本契約を締結する。 

民間事業者がＰＦＩ法

に基づき、全業務を

一括して長期契約を

行う。（市は基本計

画、業務監視を行

う。） 

発注方式 

仕様発注（構造、材料な

どの詳細な使用を市が

作成し発注する。） 

性能発注（市が基本的

な性能要件を提示し民

間事業者はそれを満た

す設計を行い、施工す

る。資材や技術、広報

の自由な提案が可能） 

仕様発注又は性能

発注 

発注形態 
一括（設計）、分離（建

設） 

一括発注 （設計、施

工・維持管理） 

一括発注（設計、施

工） 

コスト削減 

公共単価の採用、業務

ごとの分割発注のため、

削減効果が期待しにく

い。 

民間事業者に、施設の

設計 ・建設と共に運

営・維持管理の手法に

ついても包括的に委託

することで、業務の効

率化が期待される。 

一般に民間の効率

設計・施工、管理運

営による削減が期待

されるが、市役所庁

舎では性質上効果

が小さい。 

支出の平準化 
建設時点に支払いが集

中する。 

建設時点に支払いが

集中する。 

分割払いを採用する

ことにより、支払いの

平準化が図られる。 

支払利息 小さい 小さい 

大きい（民間資金は

市場金利によるた

め、公債と比較して

高金利となる） 

事業の 

スピード 

事業関係者が市の内部

に限られるため、迅速な

推進が可能。 

事業者選定に時間が

かかるが施工業者のノ

ウハウを設計 段階か

ら活用できるため工期

短縮を期待できる。 

ＰＦＩ法による手順、

手続きを遵守するた

め、長い期間を要す

る。 

 

越谷市庁舎の場合、資金調達の面や、手続に必要な時間等を考慮し、一般方式（従

来方式）による建設を行うことが望ましい。 



54 

 

（２）設計・施工の発注方式の整理 
本計画において適した発注方式の選定を目指すため、設計・施工の発注方式の整

理を行います。 

 

設計・施工業務の分離発注と一括発注方式の比較 

 分離発注方式 
一括発注方式 

通常の分離発注方式 ＥＣＩ方式 

概要 設計・施工業務のそれぞれの

段階で設計者と施工者を個

別に発注・契約する方式。 

設計・施工の価値・コス

トを最大限にする考え

のＶＥ（バリューエンジニ

アリング）を目指す方式

の一つで、新しい取組

み。 

分離発注方式ではある

が、施工者の選定に際

し、設計者と協力してコ

スト圧縮の提案力のあ

る施工者を選定する方

法。 

設計・施工業務を同時に

一括発注・契約する方式。 

メリット 公共施設では一般的な方

式。 

デザイン等により設計者を選

定することができ、設計段階

での協議も行いやすいため、

市や市民の意見を反映しや

すい。 

設計者による施工監理もでき

るため、設計業者による施工

業者の監視が可能となる。 

施工者を選定する際に

コスト圧縮の技術提案

を行うプロセスがあり、

コスト圧縮の可能性が

ある。 

施工しやすさを考慮した設

計デザインが採用される

傾向があり、事業費圧縮

の効果が得られる。 

デメリ

ット 

設計者選定に対して、予定事

業費を前提とした事業者選定

となるため、事業費圧縮の効

果は生まれにくい（事業費範

囲内でのデザイン重視となる

傾向がある）。 

一括発注方式と同じ

で、施工しやすさが重

視され、特徴ある設計

デザインが生まれない

可能性がある。 

施工内容まで想定した事

業者選定となるため、施工

しやすさが重視されやすい

（特徴ある設計デザインが

生まれない可能性があ

る）。 

設計時における市との調

整・協議による設計内容

の変更や事業費変更が行

いにくい。 

 

越谷市庁舎の場合、市民の意見を反映しやすいこと（設計段階での修正が可能）

等から、通常の分離発注方式を中心に検討することが望ましい。 
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２．事業スケジュール及び建設手順について 

（１）事業スケジュール 
 

新本庁舎建設の事業スケジュールを以下に示します。 

本庁舎建設基本計画の策定後、平成２８年度から本庁舎の基本設計に着手する見込

みです。 

その後、実施設計を行い、建設工事に着手します。 

 

 

（２）建設手順  

 

本庁舎建設の手順を以下に示します。 

 

建設工区をⅠ期・Ⅱ期に分けて工事を進める予定です。 

◇Ⅰ期工事…現在の本庁舎の南側低層部分を解体。解体跡地から南側に新本庁舎を

建設し、現在の本庁舎の機能を移転する。 

◇Ⅱ期工事…現在の本庁舎の残りの部分（５階建て部分）を解体。解体跡地となる

中央部分に、新本庁舎、第二庁舎等を接続する（仮称）市民協働ゾー

ンを建設。 

 

 

図 建設・解体範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新本庁舎  

 

（仮称） 
市民協働 
ゾーン 

本庁舎低層部 

解体範囲 

（Ⅰ期） 

本庁舎 

解体範囲（Ⅱ期） 
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３．概算事業費及び財源計画について 

（１）概算事業費の算出 
 

（ⅰ）概算事業費算出のための条件 

建物工事費は、建築面積や建物仕様グレード、構造種別や耐震性能などにより異な

ります。 

本項目では、新庁舎概算事業費の算出にあたり、以下の試算条件を設定のもと、躯

体構造に耐震性能を加味し、新庁舎概算工事費を算出します。 

 

○ 建築面積 ：* * * * ㎡（現段階では未定） 

○ 延床面積 ：合計 １８８５６．５０㎡（Ⅲ－１から） 

○ 建物階数 ：地上８階地下１階（新本庁舎） 

      及び 地上３階（（仮称）市民協働ゾーン） 

 

（ⅱ）概算事業費の算出 

先行事例の建設単価を調査し、平均の建設単価に、建設工事費デフレーター（国土

交通省）による補正（2015 年 10 月時点）を行った結果、449,541 円/㎡という数値が

得られました。 

この結果から、本計画における想定事業費は、450,000 円／㎡と設定して検討します。 
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下
駐

車
場

　
1,

84
8.

52
㎡

・
庁

舎
棟

　
17

,0
19

.7
3㎡

・
付

属
棟

合
計

　
31

9.
38

㎡

・
庁

舎
　

9,
24

1.
09

㎡
・

車
庫

、
倉

庫
　

1,
13

1.
86

㎡

・
庁

舎
棟

　
9,

74
2㎡

・
付

属
棟

　
1,

05
0㎡

10
,5
15
,7
41

11
,2
29
,8
40

12
,3
61
,1
11

67
,0
37
,0
37

6,
16
8,
45
6

9,
91
1,
00
0

4,
76
7,
00
0

5,
54
9,
72
2

5,
45
9,
40
0

6,
16
1,
96
3

7,
97
7,
00
0

4,
57
6,
56
5

4,
10
7,
00
0

40
8,
50
5

44
9,
19
4

48
0,
41
6

47
7,
13
2

34
3,
49
3

55
3,
99
7

48
0,
25
4

43
5,
88
8

52
2,
33
1

30
7,
31
4

46
8,
68
4

49
5,
24
6

42
1,
57
7

発
注
時

11
1.
3

11
0.
3

11
0.
9

-
10

8.
9

10
8.

7
10

9.
3

10
8.

1
11

2.
4

10
8.

1
11

2.
4

11
2.

4
10

7.
8

現
在
(2
01
5.
10
)

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

10
7.
7

39
5,
29
2

43
8,
60
5

46
6,
55
4

47
7,
13
2

36
6,

88
5

59
2,

81
2

51
1,

08
2

46
9,

01
7

54
0,

52
9

33
0,

67
2

48
5,

01
3

51
2,

50
0

45
4,

88
0

44
9,

54
1

建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー

（
国
土
交
通
省
）

に
よ
る
補
正
（
※
1）

建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
ー

補
正
後
建
築
単
価
：
円
/㎡

（
税
抜
き
）

平
均
建
設
単
価
：
円
/㎡

（
税
抜
き
）

建
設
単
価
：
円
/㎡

（
税
抜
き
）

区
　
　
　
　
　
分

構
造
種
別
（
Ｓ
、
Ｒ
Ｃ
、
Ｓ
Ｒ
Ｃ
）

耐
震
構
造
（
耐
震
、
制
震
、
免
震
）

階
数

発
注
時
期

延
床
面
積
（
全
て
）
：
㎡

庁
舎
本
体
延
床
面
積
：
㎡

そ
の
他
付
属
棟
延
床
面
積
：
㎡

予
定
価
格
：
千
円
（
税
抜
き
）

※
1：
建
設
工
事
費
デ
フレ

ー
ター

（国
土
交
通
省
）は

20
15
年
10
月
時

点
で
の
平
成
１７
年
度
基
準
の
月
別
の
デ
ー
タを

使
用
して

い
る
。
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（２）財源計画 

 

建設単価予想における試算額 

区    分 数  量 単  価 事 業 費 

庁舎建築工事費（Ⅰ期

工事、Ⅱ期工事） 

免震構造 

（想定） 
18856.5 ㎡ 450,000 円 8,485,425 千円 

解体工事費（低層部、

現本庁舎） 

 
一式  873,200 千円 

付属棟建築工事費 公用車庫 4,500 ㎡ 80,000 円 360,000 千円 

外構工事費（Ⅰ期工事、

Ⅱ期工事他） 

 
9,000 ㎡ 30,000 円 270,000 千円 

設計費(建設、解体)  一式  143,000 千円 

工事監理業務（Ⅰ期工

事、Ⅱ期工事） 

 
一式  62,000 千円 

合    計   10,193,625 千円 

財 

 

源 

本市の財政状況を勘案し、基金（公共施設等整備基金）、市債、国県補助金を最

大限活用しながら、特定の年度に一般財源の負担が偏らないよう予算の平準化を図

り、財源計画を決定します。 

 

  なお、上記はあくまでも現段階での試算額であり、今後、構造計画や建設年度等によ

り変動が生じる場合があります。 
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【 資料編 】 ※後日追加します 
 

項目（予定） 

・ 越谷市本庁舎建設基本計画策定検討委員会の開催経過等 

・ 越谷市本庁舎建設基本計画策定検討委員会 委員名簿 

・ 越谷市本庁舎建設基本計画（素案）に対するパブリックコメントの概要 

・ 用語解説 

 

 

 


